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骨材のアルカリシリカ反応性の判定や ASR の抑制対策を困難なものにしており 7)，そのた
め ASR によるコンクリート構造物の劣化は北陸地方の広い範囲で確認されている 8)。 
一方で，北陸地方の塩害環境に関して，海岸部（新潟県柏崎～石川県片山津）の既設橋
の 40 箇所で，わが国で初めての飛来塩分量調査が実施されており 9)，これによると飛来塩
分量は冬期に多く，冬期間（12 月～3 月）の飛来塩分量は年間の 67%を占めており，北陸
地方の冬期の塩害環境の厳しさがうかがえる 10)。 
さらに，北陸地方などの積雪寒冷地では，1990 年 6 月に「スパイクタイヤ粉じんの発生
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次に，塩害と ASR により複合劣化したプレストレストコンクリート橋（以下，PC 橋と呼
ぶ）に対して，電気防食工法を適用した事例について，直流電流が ASR の劣化促進に影響
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図 1.3.1 全国の ASR 劣化構造物の分布状況 20),21) 
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図 1.3.2 アルカリシリカ反応性骨材分布図 22) 
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図 1.3.3 北陸地方（石川県，富山県，福井県）の主要河川と反応性岩石の分布 26)
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（2）塩害環境 
1984 年から 3 年間にわたって，当時の建設省土木研究所では全国の飛来塩分量の分布傾
向を把握するため，全国の 266 箇所で飛来塩分量の測定が実施された。測定結果として，






は沖縄県の全域（地域区分 A），日本海北部沿岸地域のうち海岸線から 700m までの範囲（地





図 1.3.4 飛来塩分量の全国分布 27)      図 1.3.5 飛来塩分量の地域区分 27) 
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に，飛来塩分量の月別変化を示した図 1.3.8 から冬期間（12 月～3 月）の 4 ヶ月間で年間飛
来塩分量の 67%を占めていることがわかる。 
図 1.3.6 塩害の影響の度合いの地域区分 29) 
図 1.3.7 海岸からの距離と年間     図 1.3.8 飛来塩分量の月別変化 9) 
飛来塩分量との関係 9)        （1982 年 12 月～84 年 3 月）
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ものの，過去 10 ヵ年での最低気温 3℃以下の年間発生日数が 100 日以上の地域が目安とな
っている 30)。一方，凍結防止剤の散布を実施する基準については，気象条件や地形的な特
徴あるいは交通量等によって散布の必要性や必要量が異なるため，統一的な基準が定めら










を考慮し，凍害危険度をグレード分けしたものが図 1.3.9 である 32)。北陸地方では，富山県







表 1.3.1 凍結防止剤（NaCl）散布要領 30) 






-3℃以上 20 40 
-3℃～-6℃ 30 40 
-6℃以下 40 40 
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全国の県庁所在市における 2012 年の気象観測データ 33)から，年間降水日数，年間降水量，
年平均相対湿度の 3 項目について，それぞれ大きい値から都道府県別に並べたものを   
図 1.3.10～図 1.3.12 に示した。これらのデータはいずれも水分環境に関するものであり，コ
ンクリート構造物にとって劣化促進の要因になると考えられる 34)。 
まず，年間降水日数では北陸地方の石川県，富山県，福井県が上位 1 位から 3 位を占め
ている。降雨あるいは降雪に見舞われる日数が全国で最も多くなっており，その日数は年
間日数の半分以上に及ぶことがわかる。次に，年間降水量においても，石川県，福井県，
富山県は上位 10 位以内に入っており，年間降水量は 2,500mm 程度に及ぶことがわかる。年
間降水量が最も多い地域は，九州や四国の太平洋側と沖縄県となっているが，これは梅雨
時期あるいは台風の襲来による降雨量の増大によるものである。一方，北陸地方の降水量
は冬期の 11 月から 3 月にかけての期間で多く，太平洋側とは降雨時期が異なっている。年
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図 1.3.10 年間降水日数 34) （日降水量が１㎜以上であった日の年間の日数）
図 1.3.11 年間降水量 34) （年間の総雨量） 
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び図 1.3.14 に示す 35)。これらの図によれば，富山県の背後には日本アルプスと呼ばれる
3000m 級の山々が連なり，石川県から福井県にかけては，白山を主峰とする加越山地と能
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写真 1.4.1 ASR が発生したコンクリートの蛍光顕微鏡写真 
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られている。凍結防止剤の影響を受けた ASR 損傷橋脚および橋台の劣化状況を写真 1.4.2
および写真 1.4.3 に示す。凍結防止剤がジョイント部より流れた橋脚の側面では，表面部の
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での凍害と ASR による複合劣化の事例報告は少ないが，中部地方の山間部にある，ASR に
よる劣化を受けたコンクリート擁壁では，凍結融解日数がピークに達した 1～2 年後に著し
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中で ASR が進行すると，コンクリートのアルカリ性が低下する（細孔溶液中の OH－イオン
が ASR により消費される）ので，鉄筋腐食が細孔溶液中の Cl－/OH－比により決定される 42)
とすると，塩化物イオンが存在する時には ASR によりコンクリート内部の鉄筋の腐食が促









写真 1.4.4 凍害の影響を受けた橋脚の梁の劣化状況 
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写真 1.4.6 ASR 劣化コンクリート橋脚
におけるかぶりコンクリー
トのはく落 
写真 1.4.7  ASR 劣化トンネル坑門のコンクリートの状況 
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作用 必要条件 劣化過程 劣化形態 
分
類 可能性 レベル











鉄筋腐食の促進 B ◎ 3 or 4














リングの進行 B △ 2 or 3
⑤ 美観 湿潤状態 ASR ゲルの滲出 コンクリート表面
の変色および汚れ 
B ◎ 3 or 4









B ◎ 3 or 4
c 中性化 乾燥状態 アルカリ濃度の減少 ASR の抑制  △ 2 
※現象①～⑤は他の劣化への影響，現象 a～c は他の劣化からの影響（促進および抑制） 
分類 可能性 レベル 
A：独立的複合劣化 ◎：大 1：モデルがあって計算できる。 
B：相乗的複合劣化 〇：中 2：メカニズムが解明（提案）されている。 
C：因果的複合劣化 △：小 3：実現象が確認されている。 
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本論文は図 1.5.1 に示す第 1 章から第 5 章で構成されている。各章の概要は以下のとおり
である。 
「第 1 章 序論」では，各種の使用・環境条件に曝された北陸地方のコンクリート構造物
の早期劣化機構について概説し，本研究の目的を述べるとともに本論文の構成を示した。 





「第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用
と検証」では，北陸地方において塩害により劣化したコンクリート橋に対して，電気防食
工法を適用した事例を調査し，電気防食工法の適用の現状と課題を明らかにした。また，
塩害と ASR により複合劣化した PC 橋に対して，通電後，直流電流が ASR の劣化促進に影
響を与えたかを実橋レベルで明らかにした。さらに，合理的な電気防食工法の取り組みを
実橋へ適用することで検証を行った。 






系補修材料による ASR の促進に関するメカニズムの解明を行った。 
「第 5 章 結論」では，本研究で得られた成果を総括するとともに，今後の課題と展望
について述べた。 
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図 1.5.1 本論文の構成 
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ており 1),2),3)，このようなデータマップは ASR 劣化構造物を，補修や補強，経過観察などの
維持管理を行っていくうえで非常に有効なデータとなる。しかし，道路トンネルについて，
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ても ASR による劣化が発生している可能性が高いと考えられた。そこで，ASR が発生した
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また，NATM で建設されたトンネルでは，吹付けコンクリートにおける ASR の発生も懸
念されている。これは，吹付けコンクリートは単位セメント量が多く，さらに急結剤には
多量のアルカリ成分を含むため，コンクリート中のアルカリ総量が多くなるためである。
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な現象を解明することが課題とされている。 
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2.2 石川県内における ASR が発生した道路トンネルの実態調査 10) 
 











び割れ発生原因の一例として，写真 2.1.1 に ASR による亀甲状のひび割れとコールドジョイ
ントによるひび割れの違いを例示した。外観目視ではこのような点に留意する必要がある。 
そこで，ひび割れおよびコンクリートの表面状態に着目した，表 2.2.2 に示すような外観




表 2.2.1 トンネルの劣化・変状の原因 
















表 2.2.2 外観目視調査における ASR の判定基準 
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2.2.2 ASR が発生したトンネルの地域的分布と骨材の産地・供給状況 
 
（1）ASR が発生したトンネルの地域的分布状況 
ASR が発生したトンネルの実態を把握するために，石川県内の道路トンネル 120 箇所に
おいて，2.2.1 で示した外観目視調査方法により ASR による劣化が発生したトンネルの判定
を行った。調査結果として，石川県における ASR が発生したトンネルの地域的分布状況を
図 2.2.1 に示す。本図では，外観目視調査を実施した 120 箇所のトンネルを ASR の発生の有








外周する国道 249 号や能登半島を横断する県道・市道などのトンネルに ASR が発生してい
た。中能登地域では，国道 249 号や七尾市周辺のトンネルに ASR が発生しており，ASR に
より劣化した橋梁が多く存在する「のと里山海道」（柳田 IC から穴水 IC）のトンネルにも
ASR が発生していた。加賀地域では，金沢市近郊の石川・富山県境付近の国道や高速道路，
および白山山麓に向かう国道 157 号や白山市から小松市へ向かう国道 360 号のトンネルに
ASR が発生していた。 
写真 2.2.1 ひび割れの発生原因の一例 
ASR による亀甲状ひび割れ コールドジョイントのひび割れ
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トを製造していた。このため，1970 年より以前のトンネルで ASR を発生させているものは
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2.2.3 トンネルの施工方法および建設年と ASR の発生状況 
 




中山間地域におけるトンネルが比較的多く，トンネル数は 38 箇所で石川県内全体数の 32%




そして，図 2.2.3 には石川県内のトンネルのうち ASR による劣化が発生していたトンネル
数を表している。その数は 35 箇所であり石川県内全体数 120 箇所のうち 29%，すなわち約
3 割のトンネルで ASR が発生していた。これを地域ごとに，ASR が発生したトンネル数と
その割合を表しているのが図 2.2.4 である。奥能登地域では 9 箇所のトンネル（地域内トン
ネル数の 24%），中能登地域では 7 箇所のトンネル（同 35%），加賀地域では 19 箇所のトン
ネル（同 31%）で ASR による劣化が発生していた。地域ごとに ASR が発生したトンネルの
割合はほぼ 3 割程度であり石川県全体の発生割合と同程度であった。地域ごとで ASR によ
る劣化の発生割合の相違は見られなかった。 
 
（2）トンネルの施工方法と ASR の発生状況 
トンネルの施工方法による区分，在来工法か NATM かの施工方法別に，石川県内で ASR
が発生したトンネル数およびその割合を図 2.2.5 に示した。これらの図によると，在来工法
で施工されたトンネルでは 31 箇所，同工法で施工されたトンネル全数の 46%に及ぶトンネ
ルで ASR が発生していた。一方，NATM で施工されたトンネルで ASR が発生しているトン
ネルは 4 箇所，同工法で施行されたトンネル全数の 8%に留まっていた。 
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図 2.2.2 石川県内の地域ごと 
のトンネル数
図 2.2.3 石川県内で ASR が発生 
したトンネル数
図 2.2.4 地域ごとの ASR が発生したトンネル数 
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（3）トンネルの建設年と ASR の発生状況 
トンネルの建設年を 10 年ごとに区切り，施工方法別に建設されたトンネル数を図 2.2.6
に示した。本図には ASR が発生したトンネル数およびその発生割合も記載している。 
本図より，以下の点が指摘できる。 
 
ⅰ）1970 年（S45 年）～1979 年（S54 年）の 10 年間，および 1980 年（S55 年）～1989
年（H1 年）の 10 年間に建設されたトンネルで，ASR が発生していた割合は 61%およ
び 75%であり，その他の建設年代に比べて大きな割合であった。これは，1970 年代か
らの生コンの製造とほぼ同時に，安山岩砕石が使用され始めたことに関連していた。
また，ASR で劣化したトンネルを外観目視で判断する際に，建設年代が 1 つの指標と
なることを示している。 
 
ⅱ）1990 年（H2 年）を境にして ASR が発生したトンネルの割合は減少している。これ
は 1989 年（H1 年）に制定された JIS A 5308 の ASR 抑制対策 19)が効果をあげていると
考えられる。 
 
ⅲ）1990 年（H2 年）を境にしてトンネルの施工方法が在来工法から NATM へ移行して
いる。これは，1989 年に道路トンネル技術基準 14)が改訂され，NATM が標準工法にな
ったことによるものと考えられる。ASR の発生割合が減少しているのは，施工方法が
NATM への移行したことも 1 つの理由として挙げられる。NATM は覆工コンクリート
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2.3 ASR が発生したトンネルの劣化の特徴と対策の実態調査 10),20) 
 
2.3.1 ASR による劣化の特徴と使用骨材のアルカリシリカ反応性 
 
（1）ASR が発生したトンネルの劣化の特徴 
石川県内の道路トンネル 120 箇所の外観目視調査を実施した結果，ASR の発生率は在来
工法で 46%（31 箇所／67 箇所），建設年代の新しい NATM で 8%（4 箇所／53 箇所）であ
った。そこでまず，在来工法で施工されたトンネルに関して，ASR が発生した劣化の特徴
を把握した。外観目視調査で ASR と判定された劣化事例の中から代表的なものを写真 2.3.1




















なお，ひび割れの深さはせいぜい 15cm 程度であることが調べられている 22)。 
坑門の ASR による劣化事例は，写真 2.3.2(e),(f),(g)に見られるように，亀甲状のひび割れ
が特徴的であった。また，写真 2.3.2(h)のような坑門天端に背割れを生じている場合があっ
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写真 2.3.1 トンネルの覆工コンクリートに ASR による劣化が発生した事例 
(a) トンネル A 覆工（旧門前町産－安山岩砕石 A） (b) トンネル B 覆工（手取川産－川砂利 A）
ASR の判定：亀甲状ひび割れ，ゲル滲出による濡れ   ASR の判定：亀甲状ひび割れ，白色析出物
(c)トンネル C 覆工（旧門前町産－安山岩砕石 A） (d)トンネル D 覆工（輪島市産－安山岩砕石 C）
ASR の判定：亀甲状ひび割れ，白色析出物    ASR の判定：水平方向に延びるひび割れ 
※（ ）は骨材産地と種別
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写真 2.3.2 トンネルの坑門に ASR による劣化が発生した事例 
(e) トンネル E 坑門（旧能都町産－安山岩砕石 D） (f) トンネル F 坑門（手取川産－川砂利 A）
ASR の判定：亀甲状ひび割れ      ASR の判定：亀甲状ひび割れ，ゲル滲出による濡れ
(g) トンネル G 坑門        (h) トンネル H 坑門（旧門前産－安山岩砕石 B）
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（2）使用骨材のアルカリシリカ反応性とコンクリート中のアルカリ量 
ASR による劣化が発生した写真 2.3.1 の覆工コンクリートおよび写真 2.3.2 の坑門に使用
された骨材と同じ産地の骨材について，そのアルカリシリカ反応性を調べた試験結果を 
表 2.3.1 に示す。試験結果のうち，化学法(JIS A 1145)およびモルタルバー法(JIS A 1146)の判




ASR による劣化が発生しており，手取川産の川砂利の一部にはモルタルバー法で ASR 反応
性を判定する必要があることがわかる。 
 
表 2.3.1 骨材のアルカリシリカ反応性試験 
（ASR が発生したトンネルに使用された骨材と同じ産地の骨材） 
地域 骨材の産地 骨材の種類 対象 
トンネル 
化学法 
(JIS A 1145) 
モルタルバー法 































































図 2.3.3 化学法（JIS A 1145）による判定結果 
（ASR が発生したトンネルに使用された骨材と同じ産地の骨材）
第 2 章 ASR と凍害環境下における道路トンネルの実態調査とその評価 





に 270kg/m3 を確保していた 24)。建設当時のセメントの等価アルカリ量は約 0.8%であること
が調べられており 25)，これより表 2.3.2 に示す覆工コンクリート（設計基準強度：18N/mm2）
の単位セメント量からコンクリート中のアルカリ量は約 2.2kg/m3 になる。すなわち，在来
工法で ASR が発生したトンネルは，現行の JIS A 5308 の ASR 抑制対策としてのアルカリ総
量規制値 3kg/m3 を下回っていたことになる。しかし，能登産の安山岩砕石のように，化学


















W C S G 


























図 2.3.4 モルタルバー法（JIS A 1146）による判定結果 
（ASR が発生したトンネルに使用された骨材と同じ産地の骨材） 
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2.3.2 NATM の覆工コンクリートに発生した ASR による劣化事例 
 
1989 年以降，JIS A 5308 の ASR 抑制対策の実施，並びに NATM によるトンネル施工が標
準化されてから，北陸地方における ASR の発生は少なくなった。しかし，今回の外観目視





写真 2.3.3 NATM の覆工コンクリートに ASR による劣化が発生した事例
(i)トンネル I 覆工（旧門前町産－安山岩砕石 A） (j)トンネル J 覆工（旧能都町産－安山岩砕石 D）
ASR の判定：乾湿繰返し部のひび割れ，白色析出物 ASR の判定：乾湿繰返し部ひび割れ，白色析出物
(k) トンネル K 覆工（手取川産－川砂利 A）  (l) トンネル L 坑門（輪島市産－安山岩砕石 C）
ASR の判定：乾湿繰返し部のひび割れ，白色析出物  ASR の判定：亀甲状ひび割れ，白色析出物 
※（ ）は骨材産地と種別
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の地上高 1.5m の箇所で，1 箇所の測定で 20cm 間隔の格子状に 9 点を測定し，その平均値
を測定値とした。使用した測定器の測定可能範囲は 0～12%であり，コンクリート表面が漏
水している箇所では測定できない。 
ASR が発生したトンネルのうち，在来工法で建設されたトンネル 3 箇所および NATM で
建設されたトンネル 3 箇所について表面水分率の測定を行った。図 2.3.5 には在来工法のト
ンネルの測定結果を，図 2.3.6 には NATM のトンネルの測定結果を示す。測定は，坑口から
覆工 1 スパンごと（10.5m または 7m）に行い，トンネル坑奥へ向かって実施した。図 2.3.5
および図 2.3.6 の横軸はスパン番号で，左端は坑口を表す。なお，NATM トンネルⅡは延長 
写真 2.3.4 高周波表面水分計による覆工コンクリート表面の測定
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が短いため両坑口からの測定値となっている。 
















2.3.4 NATM の吹付けコンクリートに発生した ASR による劣化事例 27) 
 






ート標準示方書 29)では，JIS A 5308 の ASR 抑制対策 19)をそのまま適用できないとし，JIS A 







（2）吹付けコンクリートに ASR が発生した事例 
NATM で建設された道路トンネルでは，地山の安定性は吹付けコンクリートやロックボ
ルトなどの支保工で確保し，覆工には力学的な機能を期待しないことが前提となるため覆
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写真 2.3.7 電子顕微鏡観察による 
アルカリシリカゲルの同定 
アルカリシリカゲル 
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害と判定された骨材においても ASR を生じさせたことが確認された。 
 
 

















ASR により劣化した覆工コンクリートの対策事例を，写真 2.3.8 および写真 2.3.9 に示す。








写真 2.3.8(b)は，覆工コンクリートのせん断補強および ASR の劣化によるはく落防止対策
のための鋼板接着工の事例である。ここで，写真 2.3.10 は，ASR によるひび割れが顕著と
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写真 2.3.9 ASR による劣化が発生した覆工コンクリートの対策事例（その 2） 




写真 2.3.10 鋼板とかぶりコンクリートが一体ではく離した事例（橋脚はり）33) 
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ることになる。一方，写真 2.3.11(g)は，ASR で劣化した面壁式の坑門全体を打換えた事例 
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写真 2.3.11 ASR による劣化が発生した坑門の補修対策の事例 
補修直後        8 年経過       再劣化 
(f) ポリマーセメントモルタル塗布 
施工前        9 年経過       打換え後 
(g) 坑門の打換え工 
坑門の ASR によるはく落防止対策と坑口の崩落土や落石対策を兼用したもの 
(h) トンネル坑外へのプレキャストコンクリートライニング版（PCL）の設置 
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2.4 ASR と凍害の複合劣化を生じた覆工コンクリートのはく落現象 16) 
 



















コンクリート片のはく落が発生した部位は，写真 2.4.1 および図 2.4.1 に示すクラウン部
に位置した，覆工コンクリートの打設スパン長9.0mの打継目であり，その大きさは写真 2.4.2
に示すように，80cm×45cm，厚さ 9cm（重量 20kg）であった 35)。このトンネルは在来工法
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写真 2.4.1 覆工コンクリート片のはく落状況 
はく落箇所 
はく落箇所















写真 2.4.2 はく落した覆工コンクリート片 
寸法：80cm×45cm×9cm
重量：20kg 
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削孔（φ75mm，3 箇所）による背面の空洞調査を行った 35)。 
コア削孔による覆工コンクリートの背面空洞調査の結果では，図 2.4.2 に示すように，削














著であること 37），または，凍結融解作用による劣化を生じていること 38)を示していた。 
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断片試料から同定した粗骨材の岩種面積率の集計結果を図 2.4.4 に示す。北陸地方の ASR
反応性の岩種として，火山岩類岩石の安山岩，流紋岩および流紋岩質溶結凝灰岩，堆積岩
類の頁岩が確認され，反応性の岩種が全体の約 60％を占めた。北陸地方における調査結果
では，安山岩の面積率が 4%以上になると ASR を生じ，構造物表面にひび割れを発生する




写真 2.4.4 覆工コンクリートはく落片の中性化深さ試験結果 
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写真 2.4.5 覆工コンクリートはく落片の断片試料の蛍光顕微鏡による観察結果 
































(a)中性化領域内での安山岩（砂利）  (b)中性化領域内での流紋岩（砂利） (c)未中性化領域での安山岩（砂利）
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（6）はく落片の薄片の偏光顕微鏡観察 
断片試料よりコンクリート片（縦 35×横 25×厚 10 ㎜程度）を切り出し，厚さ 20μm の
薄片を作製して，偏光顕微鏡により，ASR の状況，反応した岩種の特定などを行った。 
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コンクリート片のはく落が発生したトンネルの標高は約 500m であり，その発生時期は 11




言われている 40）。図 2.4.5 は，トンネル地点とほぼ同じ標高で，約 7km 離れた気象観測点
における最低気温の推移を表したものである。観測期間は，はく落が発生した前年の 12 月








察される。さらに，はく落位置から約 700m の距離にある橋台では，ASR と凍害による複合
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打継目の覆工付近では ASR による劣化が促進される環境であった。 
一方，冬期，気温の低下により打継目に生じていた漏水が凍結し，膨張（9%の体積増）
することで，図 2.4.6 に示すような圧縮力が打継目に作用していたと推察される。同時に，
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(a) 擁壁鉛直目地材の押出し (b) 水平方向の膨張力によるはく落  (c) コンクリート片のはく落跡
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試験成績表を示す。表 2.5.2 に示す配合の設計条件 42)をもとに，表 2.5.3 に示す 2 種類の配
合により試験練りを実施した。配合 B の設定は，配合 A による試験練りの後，フレッシュ
コンクリートの粘性が若干強かったため，フレッシュ性状の粘性改善のため，セメント量
とフライアッシュ量を固定としたうえで，細骨材率（s/a）を 50%から 49%に変更したもの
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表 2.5.1 フライアッシュ成績表 
品  質 規定値 JISⅡ種 試験値 
二酸化けい素 (%) 45.0 以上 57.0 
湿分 (%) 1.0 以下 0.2 
強熱減量 (%) 5.0 以下 2.9 
密度 (g/cm3) 1.95 以上 2.33 
粉末度 
45μm ふるい残分(%) 40 以下 0.8 
比表面積 (g/cm3) 2500 以上 4610 
フロー値比 (%) 95 以上 107 
活性度指数(%) 
材齢 28 日 80 以上 95 
材齢 91 日 90 以上 101 




表 2.5.2 フライアッシュ中流動覆工コンクリート試験練りの配合条件 42) 
設計基準強度














18 25 21±2.5 
35～50 4.5±1.5 
N 270 
注 1）粉体量は最低セメント量 270kg/m3 に混和材 80kg/m3 を加えた 350kg/m3 を標準とした。 
 
 

























A 63.1 48.6 50.0 270 80 170 856 866 2.800
配合





第 2 章 ASR と凍害環境下における道路トンネルの実態調査とその評価 






結果を表 2.5.4 に示す。配合 A および配合 B とも各試験値は規格値以内に収まっている。配
合 A のスランプフロー値 44.0cm に対し，配合 B のスランプフロー値は 48.0cm となり，配
合 B の方が流動性が増加している。 
圧縮強度試験の結果を表 2.5.5 および図 2.5.1 に示す。材令 28 日で配合 A は 38.4N/mm2，
配合 B は 37.1N/mm2 となり設計基準強度 18N/mm2 を十分上回っている。その後も強度増加
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写真 2.5.1 中流動覆工コンクリートの試験練り状況 
(a) 材料の計量             (b) ミキサーによる撹拌 
(c) 練り混ぜ状況             (d) スランプフロー試験 
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配合 A 23.0 44.0 3.8 








配合 A 配合 B 
3 17.0 18.4 
7 26.5 25.0 
28 38.4 37.1 
56 44.1 42.3 
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石川県内における ASR が発生した道路トンネルの実態調査 




(2) 地域ごとのトンネル数と ASR の発生状況では，石川県内のトンネルで ASR による劣化
が発生していたのは 120 箇所のうち約 3 割のトンネルであった。奥能登地域，中能登
地域，加賀地域の地域ごとの ASR が発生したトンネルの割合もそれぞれ 3 割程度で，
地域ごとで ASR の発生割合はほぼ同程度であった。 
(3) 1970 年（S45 年）～1979 年（S54 年）の 10 年間，および 1980 年（S55 年）～1989 年
（H1 年）の 10 年間に建設されたトンネルで，ASR が発生していた割合は 61%および
75%であり，その他の建設年代に比べて大きな割合であった。これは，1970 年代から
の生コンの製造とほぼ同時に，安山岩砕石が使用され始めたことに関連していた。一
方，1990 年を境にして ASR が発生したトンネルの割合は減少していた。これは，1989













第 2 章 ASR と凍害環境下における道路トンネルの実態調査とその評価 






察された。坑門の ASR による劣化は表面の亀甲状のひび割れが特徴的であった。 





(6) 在来工法における覆工コンクリート中のアルカリ量は約 2.2kg/m3 程度と推定され，現
行の JIS A 5308 の ASR 抑制対策のアルカリ総量規制値 3kg/m3 を下回っていたが，能登
産の安山岩砕石のように，化学法による Sc 値が大きい値（ASTM C 289 による潜在的
有害の範囲 Sc>100mmol/l が目安）を示す反応性の高い鉱物を含有しているものは，実
構造物で ASR が発生していた。 
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第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への 
電気防食工法の適用と検証 
 




9 月に施行され，点検に関する「道路法施行規則」が 2014 年 3 月告示，2014 年 7 月施行さ
れた。これにより橋梁やトンネルなどの道路構造物に対して 5 年に 1 回の近接目視による
定期点検が義務化された。図 3.1.1 に示すように，全国には 15m 以上の橋梁が約 16 万橋あ
り，そのうち都道府県や市町村などの地方公共団体が管理する橋梁は約 14 万橋で全体数の
88%に達し，延長の割合では 73%を占める 1),2)。また，図 3.1.2 に示すように，2m 以上の橋
梁では，全国で約 68 万橋のうち，地方公共団体の管理橋梁は約 65 万橋で全体数の 96%に
達し，延長でも 78%の割合を占める 1),2)。地方公共団体のうち市町村が管理する橋梁に限っ




予想される。さらに，図 3.1.3 に示すように，地方公共団体が管理する道路橋では，最近 5
年間で通行規制等が 2 倍以上に増加したという数値も示されており 3)，これまでより多くの
道路橋に対して，劣化や損傷に対する補修あるいは補強の検討が行われていくものと考え
られる。 
石川県，富山県および福井県の北陸 3 県，それぞれの県において橋長 15m 以上の道路橋
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図 3.1.1 全国の道路橋の管理区分とその延長（橋長 15m 以上）1),2) 
6,991
















































































































図 3.1.3 地方公共団体管理の道路橋の通行規制等の推移（橋長 2m 以上）1),2) 



















































































































































総数 158,897 橋 総延長 9,936km
総数 680,728 橋 総延長 12,643km
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総数 1,691 橋 総延長 103km
総数 1,806 橋 総延長 116km
総数 1,457 橋 総延長 79km
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写真 3.1.1 冬期日本海からの季節風による波浪 
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いても ASR により劣化した橋梁が多く見られる 10)。特に，海岸線沿いに位置するコンクリ
ート橋において，塩害と ASR により複合劣化を生じている場合がある。ASR により劣化し
た構造物に電気防食工法を施した場合，コンクリート中の鋼材周辺に OH－イオンが集積す
ることによりアルカリ環境が変化することで，ASR を促進させることが懸念されてきた 8,11)。 
写真 3.1.2 コンクリート橋における塩害補修後の再劣化 
(a) 表面被覆工後の再劣化         (b) 表面被覆工後の再劣化 
(c) 断面修復工後の再劣化        (d) 炭素繊維接着工後の再劣化 
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次に，石川県能登半島における塩害と ASR により複合劣化した PC 橋に対して，電気防
食工法を適用した事例について，直流電流が ASR に及ぼす影響について検討を実施した。
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梁数で 12 橋あり，そのなかには，電気防食の効果を確認するため，高速道路 12),13),14)や直轄
国道 15),16)で試験的に適用された橋梁（既設橋で A 橋および B 橋，新設橋で C 橋）もある。
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写真 3.2.1 北陸地方における電気防食工法を適用したコンクリート橋の事例（その 1）
C 橋 桁下外観                D 橋 桁下外観 
A 橋 桁下外観                B 橋 桁下外観 
E 橋 桁下外観                F 橋 桁下外観 
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写真 3.2.2 北陸地方における電気防食工法を適用したコンクリート橋の事例（その 2）
I 橋 桁下外観                J 橋 桁下外観 
G 橋 桁下外観                H 橋 桁下外観 
K 橋 桁下外観                L 橋 桁下外観 
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北陸地方で電気防食工法を適用した 12 橋のほとんどが，現時点（2015 年）での供用年数
が約 40 年となっている（新設橋へ適用した C 橋を除く）。試験的に電気防食工法が適用さ
れた A 橋および B 橋，そして新設橋に適用された C 橋を除いて，電気防食工法が適用され
た時期は建設後，概ね 30 年以降であった。電気防食工法が適用されてから現時点（2015 年）
までの経過年数は A 橋，B 橋および C 橋以外の 9 橋では 10 年程度未満の実績であった。 
 
 
表 3.2.1 電気防食工法を適用したコンクリート橋の諸元および履歴 

















(17 年後) (26 年経過)
B 橋 PC プレテンショ








(24 年後) (19 年経過)





(14 年) 新設 
2001 年 
(新設) (14 年経過) 





(42 年) 不明 
2003 年 
(30 年後) (12 年経過)
E 橋 PC プレテンショ




(40 年) 補修なし 
2006 年 
(31 年後) (9 年経過) 








(37 年後) (5 年経過) 
G 橋 PC プレテンショ




(42 年) 補修なし 
2010 年 
(37 年後) (5 年経過) 
H 橋 PC プレテンショ








(36 年後) (4 年経過) 









(33 年後) (4 年経過) 





(35 年) 不明 
2012 年 
(32 年後) (3 年経過) 





(41 年) 補修なし 
2013 年 
(39 年後) (2 年経過) 





(39 年) 不明 
2015 年 
(39 年後) (施工中) 
※1 供用年数は 2015 年時点の年数を示す。 
※2 建設から補修までの期間（年後）を示す。 
※3 建設から電気防食工法の施工までの期間（年後）を示す。 
※4 電気防食工法の施工から現在（2015 年）までの期間（年経過）を示す。 
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A 橋 断面修復 再劣化 加速期 (後期) 7.0 破断あり 
B 橋 断面修復 再劣化 加速期 (後期) 4.7 1 本／11 本 2 本／24 本 
C 橋 (新設) － － － － 
D 橋 断面修復 再劣化 加速期 (後期) 12.7 1 本／6 本 1 本／9 本 
E 橋 (補修なし) － 加速期 (後期) 16.5 2 本／12 本 1 本／18 本 
F 橋 断面修復 再劣化 加速期 (後期) 12.6 RC 部材 
G 橋 (補修なし) － 加速期 (後期) 6.0 2 本／13 本 3 本／14 本 
H 橋 断面修復 再劣化 加速期 (前期) 5.7 データなし 
I 橋 断面修復 再劣化 加速期 (後期) 8.2 破断あり 
J 橋 表面被覆 再劣化 加速期 (前期) 2.7 1 本／5 本 1 本／13 本 
K 橋 (補修なし) － 加速期 (後期) データなし 10本／12本 7 本／24 本 




※3 表面から 3cm の Cl－濃度の試験結果が複数ある場合は最大値を示した。 
 
電気防食工法を適用する以前に断面修復などの補修を実施したのは，C 橋を除く 11 橋の
うち 8 橋に及び，その補修は建設後の 10 年から 20 年の間の比較的早い時期に実施されて
いた。北陸地方では，このように初回の補修が再劣化し，次の対策として電気防食工法が
適用された事例が多かった。補修が実施されなかった残り 3 橋では適切な維持管理がなさ
れず，鋼材腐食が進行し PC 鋼材が破断に至っていた。この 3 橋では電気防食工法の施工の
前処理として広範囲な断面修復が必要となった。初回の補修の後，再劣化などにより電気
防食工法が適用されるまでの期間は，F 橋を除き概ね 10 年程度であった。F 橋では長い期
間，断面修復が繰り返されていた。 
図 3.2.3 には，それぞれのコンクリート橋の試験結果より主桁表面から 3cm の位置での塩
化物イオン濃度を図示した。腐食発生限界塩化物イオン濃度は，PC 桁の水センメント（W/C）
を 40%と仮定し，コンクリート標準示方書［維持管理編］17)の下式より算出した。 
Clim=-3.0 (W/C)+3.4=2.2 kg/m3 
表面から 3cm の位置にはスターラップが配置されており，その位置で腐食発生限界塩化物
イオン濃度を大きく超えていた。また，はつり調査では新設橋へ電気防食を適用した C 橋
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図 3.2.2 電気防食工法を適用したコンクリート橋の建設から電気防食までの施工年 
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された A 橋および B 橋，そして新設橋に適用された C 橋では，外部電源方式および流電陽
極方式から 3～4 つの方式が適用されていた。 
E 橋および G 橋はともに海岸線沿いにあるコンクリート橋で，冬期に波浪の影響を受け







表 3.2.3 電気防食工法を適用したコンクリート橋の防食仕様 
橋梁名 電気防食方式 防食対象 防食面積 (m2) 回路数 補強部材





















1, 1 － 
D 橋 チタングリッド，リボンメッシュ 主桁，間詰 90 ,450 1 
CFRP 
シート 
E 橋 導電性塗料 主桁 267, 267 2 
CFRP 
プレート
F 橋 線状陽極，導電性塗料 主桁，横桁 140, 273 , 244, 161, 168 5 － 
G 橋 チタングリッド 主桁，横桁，間詰 433 1 
CFRP 
プレート
H 橋 チタングリッド（PI-Slit） 主桁，横桁 327, 3283, 327 3 － 
I 橋 リボンメッシュ 主桁 データなし － 外ケーブル
J 橋 チタングリッド（PI-Slit） 主桁 (PC 鋼材範囲)
496 1 － 
K 橋 チタングリッド（PI-Slit） 主桁 122 1 
CFRP 
プレート
L 橋 チタングリッド（PI-Slit） 主桁，張出床版 600 2 － 
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り受けず比較的穏やかな海洋環境であった。F 橋の RC ラーメン橋は 5 径間あり平均海水面 
から桁下までの高さが径間ごとに異なっていた。起点の第 1 径間では桁下高約 1m，終点の
第 5 径間では約 5m であった。径間ごとに塩害による損傷程度に違いが生じており，第 1 径
間と第 2 径間ではコンクリートの浮きやはく離などの損傷程度が大きくなっており，この
原因は平均海水面から桁下までの高さが低いため飛沫の影響を受け，損傷程度が大きくな










写真 3.2.3 G 橋での飛砂による主桁セメントペースト分の消失状況 
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防食電流密度は，施工後から測定時期までの 1～15 年で 0.07～7.6mA/m2 の値となってい
















すなわち復極量が 100mV 以上あれば良好な防食状態とされている 8)。A 橋および C 橋の 2
方式，E橋の1箇所で，復極量が100mVを下回ったが，それ以外のコンクリート橋では100mV





必要があると考えられた。C 橋に関しては 3.2.3 において述べることとする。 
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表 3.2.4 電気防食工法を適用したコンクリート橋の防食状態 
















































D 橋 2006.6 2009.3 3 年 2.7 5.0 
-775 
-603～-345 117～298 
















G 橋 2014.2～2015.2 5 年 1.30 3.0 -698～-469 167～369 







I 橋 データなし － － － － － 
J 橋 2014.2～2015.2 3 年 2.41 4.9 -662～-405 169～394 
K 橋 2014.2～2015.2 1 年 0.93 7.6 -866～-616 206～390 
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どの電気部品は 20 年程度の耐用年数が想定されている 8)。一方，仕上げ被覆材など副材の
劣化により耐用年数が制約されるとの指摘がある 13)。 
B 橋では目視および叩き点検の結果，電気防食工法の施工から 10 年程度で副材の劣化が








写真 3.2.4 陽極の副材の劣化状況 20) 
(a) 陽極の被覆モルタルの浮き・ひび割れ     (b) 陽極の充填モルタルの浮き 
（チタンメッシュ方式）            （チタングリッド方式） 
(c) 保護板の間詰め樹脂のはく離    (d)（参考）端横桁のコンクリートのはく離
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（2）チタン溶射などの面状陽極方式における課題 20) 




図 3.2.5 に，鋼材のカソード分極試験結果（E-logI 試験）を示す。埋設した 4 つの照合電
極（Ref 1, Ref 2, Ref 3, Ref 4）のほかに外部照合電極（飽和塩化銀電極）をコンクリート表
面に押し当て電位を測定した。Ref 3(G16 桁)および Ref 4(G13 桁)の埋設照合電極では，電流
密度の増加にともない不安定な挙動を示しており，これら埋設照合電極に異常が生じてい
たことが判明した。図 3.2.6 には，陽極のアノード分極試験結果（E-logI 試験）を示す。Ref 










図 3.2.4 チタン溶射方式の復極量の推移 20) 
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表 3.2.5 チタン溶射皮膜の X 線回折分析結果 20) 
酸化物 重量（%） モル（%） 
TiO2 67.88 61.96 
SiO2 8.81 10.69 
Al2O3 2.09 1.50 
Fe2O3 0.62 0.28 
MgO 1.25 2.25 
CaO 7.62 9.91 
K2O 0.23 0.18 
SO2 10.24 11.66 
Cl 0.32 0.66 




PC 鋼材が一部破断している PC 橋の場合，電気防食工法とともに補強対策が併用される
ことがある。この際に，補強部材と電気防食工法との組み合わせの適否が，橋梁全体とし
ての耐久性に影響を及ぼす場合があると考えられる。表 3.2.3 に示すように，北陸地方で電
気防食工法を適用した PC 橋では，PC 鋼材が一部破断しており補強を行っている事例が多
い。塩害で劣化した PC 橋を補強する場合，機能向上は行わず，建設当初の設計荷重まで回
復させることが多い。これは PC 鋼材が一部破断した PC 橋の耐荷性能は，現状では明確に
評価できないため，少なくとも現況の機能は維持するという考えによると推察される。 
E 橋では塩害対策として，線状陽極材（チタングリッド，チタンリボンメッシュ）による
写真 3.2.5 チタン溶射皮膜の劣化状況 20) 
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電気防食工法を適用するとともに，建設当初の設計荷重 TL-20 から車両の大型化に対応す
るため TL-25 荷重（B 活荷重）へ耐荷力の向上を図っていた 21)。PC 鋼材が一部破断した主
桁の曲げ補強およびせん断補強のため炭素繊維シート接着工を採用していた。主桁の補強














図 3.2.7 炭素繊維シートによる主桁の補強図 21) 
(a) 曲げ補強             (b) せん断補強 
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写真 3.2.6 電気防食工法と炭素繊維シートの併用（端部定着ステンレス板の腐食）22) 
(a) 山側の主桁側面             (b) 海側の主桁側面 
(c) ステンレス鋼板とボルトの腐食   (d)ステンレス鋼板エッジ部の塗膜のふくれ
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※中央にあるのは主桁補強のための CFRP プレートである。 
ひび割れ
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3.3 塩害と ASR により複合劣化した PC 橋への電気防食工法の適用の検証 
 





ある Na+の濃度が増大することから ASR が促進される可能性もある。さらに，Cl-イオンに






能性のあることが指摘されている 8)。したがって，塩害と ASR による複合劣化が生じたコ
ンクリート構造物に対して電気防食工法を適用する場合にはコンクリートへの通電が ASR
に与える影響について考慮する必要がある。直流電流による ASR に及ぼす影響に関して，
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ドとなる鋼材の表面上では，式 1)および式 2)の電気化学反応が生じる。 
 
アノード反応 4OH- → 2H2O+O2+4e-................. 1) 





の概要を図 3.3.3 および図 3.3.4 に示す。Na+，K+に注目すると，陽極材付近の微少領域では
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3.3.2 電気防食工法を適用した PC 橋の概要 32),33) 
 




る。本節では，これら 4 つの PC 橋に対する事前のコンクリート調査結果，防食状態の経時
変化，そして電気防食工法による ASR への影響に関するモニタリング状況などについて述
べる。電気防食工法を適用した 4 つの PC 橋は 3.2 節に示した E 橋，G 橋，J 橋，K 橋であ
る。図 3.3.5 に示すように，4 つの PC 橋は能登半島を一周する国道 249 号，またはその近辺
に架かる橋梁である。国道 249 号は緊急輸送道路に指定されているとともに，風光明媚な
能登半島を周回する重要な観光ルートになっている。それぞれの PC 橋の概要を表 3.3.1 に
示す。上部工形式は単純 T 桁橋またはホロー桁橋で，2015 年時点で供用 35～42 年が経過し
ている。塩害調査として，外観目視調査，鋼材腐食度調査，塩化物イオン濃度調査
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表 3.3.1 電気防食工法を適用した 4 つの PC 橋の概要 
橋 梁 E 橋 G 橋 
外観写真 
（電気防食施工後）
上部工形式 PCプレテンション方式単純T桁橋 PCプレテンション方式単純T桁橋 
橋長（有効幅員） 20.0m（11.75m） 14.0m（12.5m） 
建設年（供用年数） 1975 年（40 年） 1973 年（42 年） 
塩害対策区分※1 対策区分 S（海岸線沿い） 対策区分 S（海岸線沿い） 
補修履歴 なし なし 
電気防食施工年 2006 年（9 年経過） 2010 年（5 年経過） 
電気防食方式 導電性塗料方式 チタングリッド方式 
防食面積 534m2（2 回路） 433m2（1 回路） 




ASR 劣化度※2 データなし 
主桁－劣化度Ⅳ 
横桁－（データなし） 
橋 梁 J 橋 K 橋 
外観写真 
（電気防食施工後）
上部工形式 PCポストテンション方式単純T桁橋 PCプレテンション方式単純ホロー 桁橋 
橋長（有効幅員） 36.0m（8.0m） 17.0m（7.6m） 
建設年（供用年数） 1980 年（35 年） 1974 年（41 年） 
塩害対策区分※1 対策区分Ⅰ（海岸線から 160m） 対策区分 S（海岸線から 10m） 
補修履歴 表面被覆工 なし 
電気防食施工年 2012 年（3 年経過） 2013 年（2 年経過） 
電気防食方式 チタングリッド方式 PI-Slit チタングリッド方式 PI-Slit 
防食面積 496m2（1 回路） 122m2（1 回路） 







※1 道路橋示方書 34)による塩害の影響度合いによる対策区分（S← 大 影響度合い 小→Ⅲ） 
※2 Katayama ら 35)の提案するコンクリート薄片観察による 4 つの劣化グレード（Ⅰ←軽微 重大→Ⅳ） 
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3.3.3 電気防食工法を適用した PC 橋の塩害および ASR に関する調査 32),33) 
 
（1）外観目視調査 
外観目視による劣化状況から 4 つの PC 橋の劣化原因は塩害と ASR の複合劣化であると
推察された。写真 3.3.2 および写真 3.3.3 に，外観目視による塩害と ASR による複合劣化の
状況を示す。E 橋では，主桁の下フランジで塩害による軸方向鉄筋の腐食が見られるが， 
写真 3.3.1 電気防食工法を適用した 4 つの PC 橋の塩害による劣化状況 
(a) E 橋（補修履歴なし）          (b) G 橋（補修履歴なし） 
(c) J 橋（表面保護工の再劣化）        (d) K 橋（補修履歴なし） 
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写真 3.3.2 外観目視による塩害と ASR による複合劣化の状況（その 1） 
(a) E 橋 主桁（鋼材腐食・はく離）     (b) E 橋 端横桁（亀甲状ひび割れ） 
(c) G 橋 主桁（鋼材腐食・はく離）  (d) G 橋 上フランジ・ウェブ（ポップアウト）
(e) J 橋 張出床版（定着具の腐食）   (f) J 橋 主桁端部（PC 鋼材に沿ったひび割れ）
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は，全面腐食あるいは腐食に伴う断面欠損が生じた鉄筋が多く存在した。また E 橋，G 橋





写真 3.3.3 外観目視による塩害と ASR による複合劣化の状況（その 2） 
(g) K 橋 ホロー桁（鋼材腐食）      h) K 橋 ホロー桁（橋軸方向のひび割れ）
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オン濃度は電位差滴定法で分析を実施した。E 橋，G 橋および J 橋の主桁下フランジおよび
J 橋のウェブで塩化物イオン濃度試験結果を図 3.3.6 に示す。なお，腐食発生限界塩化物イ
オン濃度は PC 桁の水センメント（W/C）を 40%と仮定し，コンクリート標準示方書［維持
管理編］17)の下式より算出した。 
Clim=-3.0 (W/C)+3.4=2.2 kg/m3 
 
塩化物イオン濃度の調査結果は3橋で相違がみられた。E橋ではコンクリート表面付近で，
写真 3.3.4 はつり調査結果 
(a) E 橋 G4 桁下フランジ側面         (b) G 橋 G8 桁下フランジ下面 
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図 3.3.6 塩化物イオン濃度試験結果 
E 橋 G1･G4･G7 桁（下フランジ） 
J 橋 G1･G3･G5 桁（ウェブおよび下フランジ） 
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G 橋では，スターラップやはかま筋の位置に相当する表面から 3cm の位置，および PC 鋼材
のある表面から 5cm の位置で，腐食発生限界濃度を超えていた。J 橋では，鉄筋位置および
PC 鋼材位置で腐食発生限界濃度を下回っていたが，はつり調査の結果では，鉄筋および鋼
製シースで腐食が確認されており，ひび割れ部からコンクリート内部へ塩化物イオンが浸





G 橋および J 橋の主桁ウェブからφ55mm のコアを採取して，圧縮強度試験および静弾性
係数試験を実施した。圧縮強度と静弾性係数との関係を図 3.3.7 に示す。G 橋はプレテンシ
ョン桁で設計基準強度は 50N/mm2 であり，一方，J 橋はポストテンション桁で設計基準強度
は 40N/mm2 であった。G 橋および J 橋とも設計基準強度を満足していたが，ASR で劣化し
たコンクリートは静弾性係数が低下することが知られており 37)，図 3.3.7 におけるＥ/σの値
が健全なコンクリートの曲線から下側の原点方向にプロットされ，静弾性係数の低下して
おり ASR の進行が確認された。 
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（5）促進養生試験 
G 橋および J 橋の主桁ウェブから採取したコアにより促進養生試験を実施し，コアの残存
膨張性を評価した。G 橋から 1 箇所，J 橋から 2 箇所のコアを採取して，促進養生試験はカ
ナダ法およびデンマーク法の 2 種類を実施した。カナダ法の試験結果を図 3.3.8 に，デンマ
ーク法の試験結果を図 3.3.9 に示す。カナダ法の判定基準は，ASTM C1260 では，試験日数
14 日で膨張率 0.1％未満「無害」，膨張率 0.1～0.2％「無害と有害の両者が存在する」，膨張
率 0.2％以上「有害」であり，また，北陸地方の道路構造物で評価された判定基準 38)では，
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試験日数 21 日で膨張率 0.1％未満「残存膨張性なし」，膨張率 0.1％以上「残存膨張性あり」
となっている。一方，デンマーク法の判定基準はデンマークの促進モルタルバー法では，
試験日数 91 日で膨張率 0.1％未満「無害」，膨張率 0.1 以上～0.4％未満「不明確」，膨張率
0.4％以上「有害」であり，また，北陸地方の道路構造物で評価された判定基準 38)では，試
験日数 91 日で膨張率 0.1％未満「残存膨張性なし」，膨張率 0.1％以上「残存膨張性あり」
となっている。コアの採取位置や反応性を示す岩種の構成率の相違等から，残存膨張性に
違いが見られたが，G 橋では，デンマーク法で試験日数 91 日の膨張率が 0.12％を示し，北
陸地方の判定基準で残存膨張性あり，J 橋では，カナダ法で試験日数 21 日の膨張率が 0.15％
を示し，北陸地方の判定基準で残存膨張性ありと判定された。しかし，いずれの試験結果
においても，G 橋，J 橋とも残存膨張性はあまり大きくないと考えられた。 
 
（6）薄片観察 
G 橋の主桁および J 橋の主桁，横桁からコンクリート薄片を作製し，偏光顕微鏡観察をお
こなった。これにより骨材周辺のひび割れや ASR ゲルの状態から劣化状況を調べるととも
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4 つの PC 橋に関する外観目視調査により塩害とともに ASR による劣化が確認された。さ
らに，鋼材腐食度や塩化物イオン濃度の調査により塩害による劣化が，圧縮強度・静弾性
係数試験，促進養生試験，薄片観察などの調査の結果から ASR による劣化が認められ，上
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している。現地での測定は，海洋環境で建設された PC 構造物の場合，初年度は年 2 回，以
降は初年度の点検結果に基づき 1～3 年に 1 回程度を目安としている。それに対して 4 つの




防食電流量，鋼材のインスタントオフ電位は 1 日に 1 回，防食効果を確認するための復極
量の測定は 1 ヶ月に 1 回の頻度で自動計測を実施している。 
 
（1）通電電流量・電源電圧 





よび図 3.3.11 に 4 つの PC 橋の通電電流量（A），電源電圧（V）のモニタリングによる経時
変化を示す。通電開始以降，4 橋の値とも安定しており異常値を示していない。なお，4 橋





で水素発生反応を生じ，PC 鋼材の場合はこの水素が PC 鋼材の金属組織内に侵入して水素








（復極量）が 100mV 以上あれば良好な防食状態とされている 8)。図 3.3.13 に 4 つの PC 橋
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の復極量（mV）のモニタリングによる経時変化を示す。モニタリング結果に示すように，
E 橋の第 1 回路の照合電極 Ref.1 を除き，4 橋とも 100mV 以上の復極量が認められ，防食効











写真 3.3.7 電子メールを利用した遠隔監視装置付き直流電源装置 
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図 3.3.10 通電電流量（A）の経時変化 
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図 3.3.11 電源電圧（V）の経時変化 
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図 3.3.12 鋼材電位（インスタントオフ電位）（mV v.s.SCE）の経時変化 
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図 3.3.13 復極量（mV）の経時変化 
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そこで，塩害と ASR により複合劣化した 4 つの PC 橋に対して電気防食工法を適用したの
ち，ASR が原因で発生したひび割れを対象に通電後のモニタリングを実施している。4 つの
PC 橋における ASR により発生したひび割れ幅の測定方法や測定位置などを表 3.3.2 にまと
めた。 
E 橋および G 橋では，写真 3.3.8 に示すように，ASR によるひび割れを挟んで設置したチ
ップをコンタクトゲージにより，ひび割れ幅の変化を測定している。測定間隔は 1 年に 1
～2 回，夏期と冬期に実施している。E 橋の測定点は 5 箇所あり，No.1 と No.2 の 2 箇所は
電気防食工法の範囲外の非電気防食部，No.3，No.4，No.5 の 3 箇所は電気防食工法の範囲
で電気防食部である。G 橋の測定点は 3 箇所ありいずれも電気防食範囲である。なお，E 橋
では測定の効率化と精度向上を目的とし，コンタクトゲージによる測定開始の 4.3 年後から
亀裂変位計を用いた測定を併用している。 
J 橋および K 橋では，写真 3.3.9 に示すように，測定当初から亀裂変位計を用いた測定を
実施している。亀裂変位計のリード線は直流電源装置内に接続することで測定の簡便化を
図った。J 橋の測定箇所はウェブのひび割れ発生箇所とし，電気防食部 2 箇所，非電気防食
部 2 箇所の計 4 箇所とした。K 橋の測定箇所は電気防食部の 2 箇所とした。 
 
表 3.3.2 ASR により発生したひび割れのモニタリング箇所 













G1 山側 L/8 
No.4 G1 海側 L/4 
No.5 G1 山側 L/2 
亀裂変位計
No.1 非防食 G1山側支点部 2011.4～2014.12 





G12 山側 L/8 
3.0 2010.3～2014.7 
（4. 4 年間） 
No.2 G12 海側 L/4 
No.3 G11 山側 L/8 
J 橋 亀裂変位計
No.1 非防食 G5 海側 L/2 
4.9 2017.7～2014.12 
（2. 4 年間） 
No.2 防食 G5海側支点部 
No.3 非防食 G1 山側 L/2 




G8 底面 L/8 7.6 2013.9～2014.12 
（1. 3 年間） No.2 G12 底面 L/8 
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写真 3.3.8 ASR により発生したひび割れ幅のモニタリング状況（E 橋，G 橋） 
(a) E 橋 コンタクトゲージによるひび割れ幅の測定状況 
(b) G 橋 コンタクトゲージによるひび割れ幅の測定状況 
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写真 3.3.9 ASR により発生したひび割れ幅のモニタリング状況（J 橋，K 橋） 
(a) J 橋 亀裂変位計によるひび割れ幅の測定箇所 
(b) J 橋 亀裂変位計によるひび割れ幅の測定状況 
(c) K 橋 亀裂変位計によるひび割れ幅の測定状況 
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（2）ASR への影響に関するモニタリング結果 
ASR により発生したひび割れ幅のモニタリング結果を図 3.3.14 および図 3.3.15 に示す。
図 3.3.14 はコンタクトゲージによる E 橋および G 橋のモニタリング結果を示しており，図
3.3.15 は亀裂変位計による E 橋，J 橋および K 橋のモニタリング結果を示している。全般的
にコンタクトゲージによる測定値は亀裂変位計による測定値に比べ，ひび割れ幅の値にバ
ラツキが認められる。 
E 橋は，コンタクトゲージによる測定期間が 7.6 年となり，4 橋のうち測定期間が最も長
い。E 橋の測定点のうち，電気防食範囲にある No.3，No.4 および No.5 では，測定値の増減
の繰り返しが見られた。このような測定値の増減は，コンタクトゲージの測定方法に内在
するヒューマンエラーであると考えられた。なお，夏期と冬期の温度変化による測定値へ
の影響は把握されなかった。2014 年 7 月の時点で，No.3 ではひび割れ幅が(-)0.02mm の収
縮，No.4 では(+)0.18mm の拡大，No.5 では(-)0.09mm の収縮を示している。このように測定
期間 7.6 年において ASR によるひび割れ幅に大きな変化や増加傾向は認められず，通電に
よる ASR の促進は確認されなかった。非電気防食範囲にある No.1，No.2 のうち No.2 では




また E 橋では，コンタクトゲージによる測定開始から 4.3 年後に亀裂変位計を用いた測定
を実施している。2014 年 12 月の 3.7 年経過時点で，非電気防食範囲の No.1 において，ひび
割れ幅が(+)0.45mm の拡大，電気防食範囲の No.2 で(+)0.28mm の拡大を示していた。測定
期間 2013 年 4 月（754 日目）から 2014 年 12 月（1354 日目）の 1.6 年間に着目すれば，No.1
で，ひび割れ幅が 0.09mm から 0.45mm へ(+)0.36mm の拡大を示し，拡大傾向がそれ以前よ
り増加していたのに対し，No.2 で 0.17mm から 0.28mm へ(+)0.11mm の拡大を示し，拡大傾
向は，ほぼ一定の割合であった。非電気防食範囲 No.1 でのひび割れ幅の拡大は，鋼材腐食
による影響と考えられ，拡大傾向の増加が認められたことから，鋼材腐食による劣化の進
行は継続すると考えられた。一方で，電気防食範囲 No.2 でのひび割れ幅の拡大は，ASR に
よる膨張の影響が考えられた。ただし，ASR による膨張の要因として，通電により ASR の
促進を生じさせたのか，あるいはもともと潜在的にあった ASR の膨張によるものであるか
の判断はできなかった。 
G 橋は，コンタクトゲージによる測定期間が 4.4 年となり，4 橋のうち 2 番目に測定期間
が長い PC 橋である。3 つの測定点 No.1，No.2，No3 は，いずれも電気防食範囲にある。こ
のうち No.1 と No.3 の 2 つの測定点で，一時的なひび割れ幅の増加時期が見られた。No.1
では，2011年3月（389日目）から2012年 4月（762日目）の1.0年間で，ひび割れ幅が(+)0.22mm
の拡大が見られ，No.3 では，2012 年 10 月（970 日目）から 2013 年 4 月（1148 日目）の 0.49
年間で，ひび割れ幅が(+)0.29mm の拡大が見られた。いずれの場合も 1 年以内の短期間に比
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J 橋は，亀裂変位計による測定期間が 2.4 年であった。J 橋では 4 つの測定点のうち No.1
と No.3 の 2 点が非電気防食部で，No.2 と No.4 の 2 点が電気防食部である。J 橋の非電気防
食部ではコンクリート塗装による表面保護工が施されており，鋼材腐食によるひび割れ幅
の変動要因は除外され，ひび割れ幅の変動はおもに ASR の膨張によるものと考えられた。
測定値の全体的傾向として，海側の G1 桁の No.1 と No.2 で，ひび割れ幅の収縮傾向が見ら
れ，山側の G5 桁の No.3 と No.4 で，ひび割れ幅の拡大傾向が見られた。No.1 および No.2
でのひび割れ幅の収縮傾向について，現在，その原因は把握できていない。測定開始から
2013 年 8 月（385 日目）の 1.0 年間で収縮側および拡大側とも測定値に増加傾向が見られた。
しかし，その後，ひび割れ幅の変動は収まりを見せている。電気防食範囲で当初ひび割れ
幅の拡大がみられた No.4 では，2013 年 8 月（385 日目）から 2014 年 12 月（880 日目）の
1.4 年間では，ひび割れ幅の変動はわずか 0.01mm であった。このように，測定開始から 1
年程の期間ではひび割れ幅の拡大が見られたが，それ以降，ひび割れ幅の拡大は見られず，




K 橋は，測定期間が最も短く，亀裂変位による測定が 1.3 年間であった。2 つの測定点 No.1
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図 3.3.14 コンタクトゲージによる E 橋・G 橋のひび割れ幅のモニタリング結果 
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図 3.3.15 亀裂変位計による E 橋・J 橋・K 橋のひび割れ幅のモニタリング結果 
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（3）塩害と ASR により複合劣化した PC 橋への電気防食工法の適用の検証 








写真 3.3.10 電気防食工法の施工前の断面修復状況 
(a) E 橋の断面修復状況          (b) G 橋の断面修復状況 
(c) J 橋の断面修復状況          (d) K 橋の断面修復状況 
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図 3.4.1 線状陽極方式による電気防食工法の概要図 
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陽極の配置は，従来の図 3.4.3(a)に示す水平設置から，図 3.4.3(b)に示す垂直設置に変更する。 
図 3.4.2 従来の電気防食工事費用の分析結果 








(a) 従来工法による陽極配置  (b) 陽極配置方法の変更   (c) 陽極配置枚数の変更 
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界電流密度が支配的となる箇所では，切削溝 1 本につき 2 枚の陽極の設置を行い，それぞ
れの陽極が有効に機能すれば，陽極設置の合理化が可能になるものと考えられる。本手法
については，2 枚の陽極が有効に機能することを，小型供試体を用いた通電試験 43)，PC 桁
および RC 桟橋を模擬した供試体の通電試験 44)により確認している。 
 
（3）陽極の材料費削減 
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本橋は，石川県能登半島の国道 249 号線に架かる橋長 36m の PC ポストテンション方式















回路，防食対象面積は 496m2 である。 
 
 
写真 3.4.1 実橋の劣化状況 
(a) かぶりコンクリートのはく離          (b) ASR が原因と考えられるひび割れ 
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300mm，下フランジを 250mm 程度とし，陽極幅は従来使用していた 15mm から 10mm 幅の
ものに変えた。また，鋼材量が多い下フランジ底面では，図 3.4.4 に示すように切削溝 1 本
につき 2 枚の陽極を設置することで陽極量を大きくし，防食の最適化とともに，材料費，
溝切削費の低減によるコスト縮減を図った。通電点は，図 3.4.5 に示すように各主桁の横桁
間に 1 ヶ所ずつの計 20 ヶ所設けた。 
 
図 3.4.5 照合電極，排流端子，通電点の位置図 
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ることを示す規格値 45)の 10mV 以上にあることを確認した。また，陽極間の導通は，写真
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3.4.2(j)に示すように各陽極の先端部と通電点をデジタルマルチメータにより接続し，陽極



































第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用と検証 





写真 3.4.2 電気防食工法の施工 
(a) 照合電極の設置状況     (b) 鋼材間の導通確認状況    (c) 鋼材かぶりの確認状況 
(d) 溝切削状況       (e) 露出金属探査状況   (f) 主桁底面の陽極設置状況 
(g) 陽極被覆状況(主桁側面)   (h) 陽極被覆状況(主桁底面)  (i) 陽極鋼材間絶縁確認状況 
(j) 陽極間導通確認状況        (k) 直流電源装置設置状況 
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(2) 北陸地方で電気防食工法を適用したコンクリート橋は，2015 年時点で供用年数が 40 年
程のものが多く，試験的に適用された橋梁を除き，電気防食工法は 10 年程度未満の実
績であった。また，建設後 10 年から 20 年の時期に実施された断面修復などの初回の
補修が，概ね 10 年程度以内に再劣化し，次の対策として電気防食工法が適用された事
例が多かった。 
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塩害と ASR により複合劣化した PC 橋への電気防食工法の適用性の検証 





(11) 石川県能登半島において電気防食工法を適用した 4 つの PC 橋では，外観目視，鋼材腐
食度，塩化物イオン濃度，圧縮強度・静弾性係数，コアの促進養生，薄片観察などの
調査結果から，塩害と ASR による複合劣化を受けていることが確認された。 
(12) 4 つの PC 橋では，遠隔監視システムを用いたモニタリングを実施しており，電源電圧，
防食電流量，鋼材のインスタントオフ電位などは 1 日に 1 回の頻度で，防食効果を確
認するための復極量は 1 ヶ月に 1 回の頻度で，それぞれ自動計測しており，適切な維
持管理が実施されていた。 
(13) 4 つの PC 橋に対して，ASR が原因で発生したひび割れを対象に通電後のモニタリング
を実施した。E 橋および G 橋ではコンタクトゲージにより，J 橋および K 橋では亀裂変
位計を用いた測定とした。E 橋では，さらに 4.3 年後から亀裂変位計を用いた測定を併
用した。 
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ASR による膨張の要因として，通電により ASR を促進させたのか，あるいは潜在的に
あった ASR の膨張によるものであったかの判断は，現状では認識できなかった。これ
に対しては，測定の継続が必要であると考えられた。 
(16) G 橋は，コンタクトゲージによる測定期間が 4.4 年となり 2 番目に測定期間が長かった。
3 つの測定点のうち 2 つの測定点で，一時的にひび割れ幅の増加がみられたが，いずれ






(17) J 橋は，亀裂変位計による測定期間が 2.4 年であった。測定開始から 1.0 年間で，ひび
割れ幅が収縮側および拡大側ともに，測定値の増加傾向が見られた。しかし，その後
の 1.4 年間では，ひび割れ幅の変動はわずか 0.01mm であった。このように測定開始か
ら 1 年程度の期間では，ひび割れ幅の収縮あるいは拡大が見られたが，それ以降，収
縮や拡大は見られず，通電による ASR の促進は認められなかった。測定開始から 1 年
間程度のひび割れ幅の変動要因として，電気防食工法施工前の断面修復工による影響
が考えられた。断面修復工で剛性の変化した主桁が，その変位や変形が収束する期間










第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用と検証 




1) 国土交通省国土技術政策総合研究所：平成 24 年度道路構造物に関する基本データ集，
国総研資料第 776 号，pp.13-18，2014.1. 
2) 国土交通省道路局監修：道路統計年報 2012 
3) 国土交通省道路局：社会資本整備審議会道路分科会 第 44 回基本政策部会 資料 5，
2014.2. 
4) 日本道路協会：道路橋の塩害対策指針（案）・同解説，pp.1-26，1984. 2. 








補修・補強技術，コンクリート工学，Vol. 40，No.6，pp. 3-8，2002. 6. 






13) 五寶光基，荒本貴司，朝倉功，野村昌弘：北陸地区における施工後 15 年を経た各種電




15) 横尾武夫，荒川孝児：国道 8 号弁天大橋の電気防食工法継続調査，土木学会第 62 回年
次学術講演会，pp. 813-814，2007. 9 
16) 国土交通省北陸地方整備局：平成 24 年度第 12 回橋梁塩害対策検討委員会資料，2013. 2. 





第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用と検証 
- 147 - 
 
20) 国土交通省北陸地方整備局：平成 22 年度道路橋の塩害対策調査業務，2011. 3. 
21) 福井県福井土木事務所：一般国道 305 号（県単）橋梁維持修繕工事調査・設計委託，
2003. 3. 
22) 石井浩司，青山敏幸：ステンレス板腐食点検結果，2009. 3. 




研究委員会報告書，電気防食と ASR の関係 石井浩司，2008. 9. 
26) 川村満紀，竹内勝信，杉山彰徳：外部から供給される NaCl がアルカリシリカ反応によ
る膨脹に及ぼす影響のメカニズム，土木学会論文集，No.502，pp.93-102，1994.11. 
27) G.Sergi, C.L.Page, D.M.Thompson : Electrochemical induction of alkali-silica reaction in 
concrete, Materials and Structures/Materiaux et Constructions, Vol.24, pp359-361, 1991. 
28) C.L.Page, G.Sergi, D.M.Thompson : Development of Alkali-silica Reaction in Reinforced 
Concrete Subjected to Cathodic Protection, Proceeding of the 9th International Conference on 
Alkali-aggregate Reactoin in Concrete, pp.744-781, 1992. 
29) C.L.Page : Interfacial effects of Electrochemical protection methods applied to steel in 
chloride-containing concrete, Proceeding of International Conference on Rehabilitation of 





32) 麻田正弘，青山敏幸，川除達也，団 俊英，中村秀樹，鳥居和之：塩害と ASR により複
合劣化した深見新橋の補修，橋梁と基礎，Vol.47，pp.30-35，2013.4. 
33) 麻田正弘，青山敏幸，石井浩司，団 俊英，滝川賢一，鳥居和之：能登半島における塩
害と ASR により複合劣化した PC 橋の補修，第 1 回北陸橋梁保全会議報文集，Vol.1，
pp.51-56，2013.11. 
34) 日本道路協会：道路橋示方書･同解説 Ⅲコンクリート橋編，pp.69-71，2012. 3. 
35) Katayama, T., Oshiro, T., Sarai, K., Zaha, K., Yamato, T. : Late-Expansive ASR due to Imported 
Sand and Local Aggregates in Okinawa Island, Southwestern Japan, Pro. of the 13th ICAAR, 
pp.862-873, 2008. 6. 
36) 渡辺博志，木村嘉富，古賀裕久，ほか：コンクリートひび割れ部の塩分浸透性と鋼材
腐食に関する暴露試験，土木研究所資料第 4130 号，pp.35-36，2009. 1. 
37) 小林一輔，森弥広，野村謙二：圧縮載荷試験によるアルカリ骨材反応の診断方法，土
木学会論文集，No.640/V-18，pp.151-154，1993.2 
第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用と検証 
- 148 - 
 
38) 野村昌弘，青山實伸，平 俊勝，鳥居和之：北陸地方における道路構造物の ASR による
損傷事例とその評価手法，コンクリート工学論文集，Vol. 13，No.3，pp. 105-114，2002.9. 
39) 青山敏幸，川除達也，麻田正弘，団 俊英，中村秀樹，鳥居和之：電気防食（PI-Slit 工
法）の改良とその施工，構造物の診断と補修に関する技術･研究発表会論文集，Vol.24，
pp.13-18，2012.10. 
40) 青山敏幸，麻田正弘，団 俊英，鳥居和之：電気防食による PC 単純 T 桁橋の補修－更
なるコスト縮減に向けて－，プレストレストコンクリート，Vol.55，No.1，2013.1. 
41) 池谷公一，石井浩司，関博：電気防食における線状陽極の設置方法の開発，土木学会
論文集 F Vol.65 No.1，1-10，2009. 1. 
42) NACE Standard: Impressed Current Cathodic Protection of Reinforcing Steel in 










第 4 章 各種水分環境下における水利構造物の ASR による劣化の特徴と診断の基本事項 






































第 4 章 各種水分環境下における水利構造物の ASR による劣化の特徴と診断の基本事項 
- 150 - 
 
 
写真 4.1.1 代表的な水利構造物 
(c) 防潮水門                (d) 取水堰 
(a) コンクリートダム              (b) 砂防堰堤 
(e) サージタンク              (f) 消波ブロック 
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4.2 水利構造物の ASR による劣化事例と対策の実態調査 2) 
 










写真 4.2.1 コンクリートダム取水口での水分環境の相違と ASR による劣化 
(a) コンクリートダムの取水口        (b) 乾湿繰り返し部と常時水中部 
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写真 4.2.2 砂防堰堤における ASR と凍害による複合劣化 
(a) 堰堤高                  (b) 堰堤幅 
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写真 4.2.3 防潮水門に生じた ASR による劣化 
(a) 開閉ゲートと支柱          (b) 支柱部における ASR の劣化 
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写真 4.2.4 は水力発電所のサージタンクに軽微な ASR が発生した事例である。サージタン






写真 4.2.4 サージタンクにおける内水の浸透による ASR による劣化 
(b) サージタンク外観 (a) サージタンク断面図 
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写真 4.2.4(b)に示すように，外壁からのアルカリシリカゲルやエフロレッセンスの滲出が，
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写真 4.2.5 消波ブロックの ASR による劣化 
(a) 新潟県海岸         (b) 亀甲状ひび割れ（写真(a)の詳細） 
(c) 沖縄県海岸          (d) 二方向性ひび割れ（写真(c)の詳細）
第 4 章 各種水分環境下における水利構造物の ASR による劣化の特徴と診断の基本事項 













写真 4.2.6 取水堰のひび割れ補修と表面被覆工 
(a) 堰柱の劣化状況（補修前）     (b) 門柱および操作台の劣化状況（補修前）
(c) 堰柱のひび割れ補修（補修後）   (d) 門柱および操作台の表面被覆工（補修後）
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（2）海中基礎コンクリート 




基礎コンクリートから採取したコアにより，JCI-DD2 法，デンマーク法（飽和 NaCl 溶液
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写真 4.2.7 海中にある基礎コンクリートの鋼板による補修 
(a) 海中の基礎コンクリート          (b) 亀甲状のひび割れ 
(c) 海中のくさび状の断面欠損部         (d) 鋼板による保護工 
基礎コンクリート
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写真 4.2.8 ため池の洪水吐き（重力式擁壁）の鉄筋挿入工 
(a) ため池の洪水吐き（重力式擁壁）    (b) 水平方向のひび割れ（最大幅 10mm）
(c) 鉛直方向に鉄筋挿入             (d) ひび割れ注入工 
洪水吐き
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た補修材料が剥がれ ASR による再劣化が生じていた。 
けい酸ナトリウム系補修材料によるASR 促進のメカニズムについては 4.4にて詳述する。 
 























写真 4.2.9 サージタンクにおけるけい酸ナトリウム系補修材料塗布後の再劣化 
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取水口施設および導水路トンネルの外観状況を写真 4.3.1 および写真 4.3.2 に示す。 
取水口は，かんがい用水路を利用した発電所の施設であり 1985 年に建設され，調査時点
（2013 年）で 28 年が経過していた。取水口の構造形状は，地上地中を合わせた高さが 12.9m，













一方の導水路トンネルは総延長が約 5km に及び，詳細調査を実施した区間は 1980 年に建
設され，調査時点（2014 年）で 34 年が経過していた。導水路トンネルの構造形式は，鉄筋








以上，2 つの水利構造物でコンクリートコアの採取を行った。採取箇所をまとめると  
表4.3.1のようになる。本表には，採取箇所ごとのASRによる外観の劣化程度を示している。
表 4.3.2 には，取水口施設および導水路トンネルでのコンクリートの配合表を示した。 
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写真 4.3.1 取水口施設の外観 
(a) 正面の乾湿繰り返し部（北西方向）    (b) 側面の階段下の乾燥部（南西方向）
乾燥－1 乾・湿－1
乾・湿－2 
写真 4.3.2 導水路トンネルの外観 
(a) 導水路トンネル内      (b) 導水路トンネルへ進入する横坑の坑門 
水中－1
乾・湿－3 
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表 4.3.1 水分環境に着目したコンクリートコアの採取箇所 
コア名称 水分環境 骨材産地 構造物名 構造部材 経過年数 外観劣化程度
水中－1 水中部 常願寺川 導水路トンネル RC 部材 34 年 ほとんどなし
乾・湿－1 乾湿繰り返し部 常願寺川 取水口施設 RC 部材 28 年 著しい 
乾燥－1 乾燥部 常願寺川 取水口施設 RC 部材 28 年 ほとんどなし
乾・湿－2 乾湿繰り返し部 早月川 取水口施設 RC 部材 28 年 軽微 











































導水路 25 14±1.0 4±1.0 53 44.0 168 315 789 1,011 0.088 240 
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高周波容量式水分計(20MHz)を用い，1 箇所の測定で 20cm 間隔の格子状に 9 点を測定し，
それらの平均値を測定値とした。使用した測定器の測定可能範囲は 0～12%であり，コンク
リート表面が滞水している場合は測定できない。 
降雨時および曇天時の 2 回にわたり測定した結果を図 4.3.1 に示す。これより，取水口施
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乾燥－1，そして骨材産地が早月川産の 1 種類の採取コア，乾・湿－2，また常願寺川産で
無筋構造物の採取コア，乾・湿－3 の以上 5 種類の採取コアで粗骨材の面積率の算出を行っ











の反応性骨材を含有していた。実際の劣化程度は表 4.3.1 に示すように，乾・湿－1 および
乾・湿－3 のコア採取位置で外観劣化程度が著しく，一方で，水中－1 と乾燥－1 のコア採
取位置では，外観劣化はほとんど生じていなかった。これは，水中部と乾燥部では，外観
劣化程度に及ぼす水分環境条件の影響が大きいことを示していた。骨材産地が早月川産の
採取コアである乾・湿－2 は，安山岩の面積率が 3.7%と少なく ASR による劣化が生じる可
能性は小さいと考えられた。実際の劣化程度も軽微なものであった。 
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の回収率を 60％，K の回収率を 80％と仮定して算出したものである。 
コンクリートコアごとの分析結果は図 4.3.3 のとおりである。アルカリ総量は，骨材のア
ルカリ量を含むことから，JIS A 5308 アルカリ総量規制 3 ㎏/m3（セメント＋混和材料由来
のアルカリ）と直接比較できないが，採取コアの水中－1，乾・湿－1，乾燥－1，乾・湿－
2 の鉄筋コンクリート部材から採取したコアでは 3kg/m3 を超える比較的高いアルカリ量が
確認された。これより，鉄筋コンクリート部材では ASR を生じるのに十分なアルカリ量が
あったことが認められた。また，無筋コンクリート部材から採取した乾・湿－3 のコアでは
アルカリ総量が 2.33kg/m3 となり 3kg/m3 未満であった。しかし，実際の構造物では，写真

































第 4 章 各種水分環境下における水利構造物の ASR による劣化の特徴と診断の禁本事項 
- 168 - 
 
を行った。水中－1 の採取コアでは表面と深さ 20cm の位置で，乾湿－3 の採取コアでは表
面と深さ 30cm の位置で分析を実施した。 
分析結果は図 4.3.4 に示すようになった。水中－1 の採取コアでは，深さ 20cm でのアルカ
リ総量が 3.42kg/m3 なのに対して，表面でのアルカリ総量は 1.45kg/m3 となり，表面のアル
カリ量は深部のアルカリ量の半分程度以下であった。一方，乾・湿－3 の採取コアでは，深









乾・湿－3 の採取コアは，十分な反応性骨材を含有していたが，深さ 30cm の位置のアル
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（5）圧縮強度と静弾性係数の関係 
採取したコアφ55mm を用いて力学的性能を把握するため，JIS A 1108「コンクリートの
圧縮強度試験方法」，JIS A 1149「コンクリートの静弾性係数試験方法」に準拠し，圧縮強度
および静弾性係数を測定した。コアの圧縮強度と静弾性係数の関係を図 4.3.5 に示す。 





では ASR による微細なひび割れが生じていた可能性が推察された。 










乾燥部の採取コアである乾燥－1 の 2 体の供試体の圧縮強度は設計基準強度 24N/mm2 を
満足するとともに，圧縮強度と静弾性係数との関係では，健全なコンクリートを示す曲線
に沿う形でプロットされ，ASR の進行は認められなかった。 
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1N・NaOH 溶液に浸漬させる ASTM C 1260 に準拠したカナダ法で実施した。この試験方法
は，コアに外部よりアルカリを供給することで，アルカリシリカ反応性の火山岩類の岩石
や遅延膨張型の岩石に対して反応を誘発させ，今後の残存膨張性を知るうえで有効なデー
タを得ることができる。カナダ法の判定基準は，ASTM C1260 によると，試験日数 14 日で
膨張率 0.1％未満の場合「無害」，膨張率 0.1～0.2％の場合「無害と有害の両者が存在する」，
膨張率 0.2％以上の場合「有害」とされており，また，北陸地方の道路構造物で評価された
判定基準 14)では，試験日数 21 日で膨張率 0.1％未満の場合「残存膨張性なし」，膨張率 0.1％
以上の場合「残存膨張性あり」とされている。 
コアの促進膨張試験の結果を図 4.3.6 に示す。ASTM C 1260 の基準に従うと，乾・湿－1，
乾・湿－2 が「無害」，残り水中－1，乾燥－1，乾・湿－3 が「無害と有害の両者が存在す
る」と判定された。北陸地方の判定基準に従うと，乾・湿－2 のみ「残存膨張性なし」，残
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そ 16 年後（=(0.20%－0.10%)／(0.18%／28 年)）に膨張が終息すると算定することができる。











な ASR によるひび割れが発生する 14)とする北陸地方における道路構造物の調査事例とほぼ
同様な結果が得られた。 
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採取したコアよりコンクリート片（縦 35×横 25×厚 10mm 程度）を切り出し，蛍光樹脂
塗料入りエポキシ樹脂で固めた後，厚さ 15～20μm 程度の薄片試料を作製し，偏光顕微鏡観
察により ASR の発生状態および特徴について観察を行った。 












水中部からの採取コアである水中－1 の薄片の偏光顕微鏡観察結果を写真 4.3.3 に示す。
写真 4.3.3(a),(c)から，反応性の高い安山岩の砂利に反応が認められるものあれば，反応が認
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乾燥部の採取コアの乾燥－1 の薄片の偏光顕微鏡観察結果を写真 4.3.5 に示す。安山岩の
砂や砂利には骨材周囲に反応リムを発生しているものもあるが，乾燥の影響により骨材か
らのひび割れは生じていなかった。 
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写真 4.3.3 水中部（採取コア，水中－1）の薄片試料の偏光顕微鏡観察 














(c) 反応リムを生じた安山岩（砂利）            (d) 左写真の A 部拡大 
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写真 4.3.4 乾湿繰り返し部（採取コア，乾・湿－1）の薄片試料の偏光顕微鏡観察 









(c) 激しく反応を生じた安山岩（砂）       (d) 反応リムを生じた流紋岩質溶結凝灰岩（砂）
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表 4.3.3 水中部（採取コア，水中－1）の薄片の偏光顕微鏡観察による ASR の進行状況 
岩 種 
ASR 進行段階 → 
評 価 
i ii iii iv v 












安山岩 ＋ ＋    1 
流紋岩質 
溶結凝灰岩 ＋ ＋ 
   1 
砂 安山岩 ＋ ＋    1 
劣化度の評価 軽微 
顕微鏡観察による評価 
ASR の程度 ： ◎ 顕著，○ あり，＋わずか 
劣化度の評価： 1 軽微，2 中程度，3 顕著 
 
表 4.3.4 乾湿繰り返し部（採取コア，乾・湿－1）の薄片の偏光顕微鏡観察による ASR の進行状況 
岩 種 
ASR 進行段階 → 
評 価 
i ii iii iv v 











砂利 安山岩 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 3 
砂 
安山岩 ◎ ◎ ◎ ◎  3 
流紋岩質 
溶結凝灰岩 〇 
    1 
劣化度の評価 顕著 
顕微鏡観察による評価 
ASR の程度 ： ◎ 顕著，○ あり，＋わずか 
劣化度の評価： 1 軽微，2 中程度，3 顕著  
写真 4.3.5 乾燥部（採取コア，乾燥－1）の薄片試料の偏光顕微鏡観察 
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表 4.3.5 乾燥部（採取コア，乾燥－1）の薄片の偏光顕微鏡観察による ASR の進行状況 
岩 種 
ASR 進行段階 → 
評 価 
i ii iii iv v 











砂利 安山岩 ＋     1 
砂 安山岩 ＋     1 
劣化度の評価 軽微 
顕微鏡観察による評価 
ASR の程度 ： ◎ 顕著，○ あり，＋わずか 



















る 1 本のひび割れが見られた。このひび割れは，表面から 30mm 程度まで延び，それより
先は 40mm 以深の直角方向のひび割れに繋がっていた。表面から延びるひび割れは，乾湿
繰り返しの過程において，コンクリートの表層部と深部における ASR による膨張量の差に
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写真 4.3.8 水中部の採取コア（水中－1） 
（アルカリシリカゾルが空気に接触しゲル化したもの） 
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たモルタルバーの膨張率を調べることにより 2, 3 の考察を行ったものである。 
 
 
写真 4.4.1 道路橋の橋脚はり部におけるけい酸ナトリウム系補修材料塗布後の再劣化 
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モルタルの膨張率試験は外部からのアルカリ（1N の NaOH 溶液）により ASR を促進す
る試験法である ASTM C 1260 に準拠した。モルタルバーの形状は 25mm×25mm×285mm
であり，骨材／セメント比＝2.25，水／セメント比＝0.48 である。モルタルバーは打設後 1
日で脱型し，温度 80℃の水中に 1 日間養生後，温度 80℃の 0.5N（または 2.5N）のけい酸ア
ルカリ金属塩溶液に 28 日間浸漬し，モルタルバーの膨張率を所定材令にて計測した。1N の
NaOH 溶液と比較するため，Na2SiO3および Li2SiO3 の試験溶液の濃度は 0.5N とした。また，
高濃度の溶液での影響を比較するために 2.5N の溶液でも試験した。なお，骨材のアルカリ
シリカ反応性の ASTM C 1260 による判定では，温度 80℃の 1N の NaOH 溶液に 14 日間浸
漬した時のモルタルバーの膨張率が 0.1%未満を「無害」，0.1% 0.2%を「無害と有害の両
者が存在する」，0.2%以上を「有害」としている。 
写真 4.4.2 サージタンクにおけるけい酸ナトリウム系補修材料塗布後の再劣化 
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0.5N の Na2SiO3 溶液および Li2SiO3 溶液に浸漬したモルタルバーの膨張挙動を図 4.4.1 に
示す。0.5N の Na2SiO3溶液に浸漬したモルタルバーの膨張率は浸漬材令 14 日で 0.21%を示
し，1N の NaOH 溶液に浸漬したモルタルバーの膨張率 0.23%に近い値となり，その後も膨
張傾向を示している。これは，Na2SiO3 が ASR を促進させたことを示しており，このメカ
ニズムは Na2SiO3溶液中で解離した Na+イオンのモルタルバー細孔溶液中への浸透による水
酸化アルカリ（NaOH）濃度が上昇したものによると考えられる。 
一方，0.5N の Li2SiO3 溶液に浸漬したモルタルバーは全く膨張を示していない。これは，
Li2SiO3 溶液では Li+による反応性骨材からのシリカの溶出を防ぐ効果と，アルカリシリカゲ
ルの膨潤性を低下させる効果により ASR 抑制効果が発揮されたものと考えられる。 
次に，2.5N の Na2SiO3 溶液および Li2SiO3 溶液に浸漬したモルタルバーの膨張挙動を  
図 4.4.2 に示す。2.5N の Na2SiO3溶液に浸漬したモルタルバーの膨張率は浸漬材令７日まで
の初期段階では 0.03%の低い膨張を示したが，以後は変化が認められない。これは，外部か
ら高濃度の Na2SiO3 溶液が供給されると，高濃度の Na2SiO3 と Ca(OH)2 との反応により，
C-S-H ゲルの緻密な組織が試験体表面部に形成され，浸漬材令にともなう試験体内部への
Na+の浸透を大きく抑制したことによるものと考えられた。 
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0.5N の Na2SiO3 溶液に浸漬したモルタルバーが膨張を示し，ASR が促進されたことにつ
いて，まず式 1)のような反応により，細孔溶液中の NaOH 濃度の上昇が生じていたと考え
られる。 
Na2SiO3+Ca(OH)2→CaSiO3+2NaOH ............... 1) 
一方，Na2SiO3 は式 2)のようにシリカ鉱物（SiO2）に炭酸ナトリウム（Na2CO3）を加えて生
成されるものであり， 
SiO2+Na2CO3→Na2SiO3+CO2 .......................... 2) 
式 2)のように Na2CO3が残存していると，式 3)のように NaOH 濃度の上昇が生じていたと考
えられる。 




以上より，式 1)，式 3)，式 4)から Na2SiO3溶液中では NaOH 濃度が大きく上昇していたと
考えられた。 
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水利構造物の ASR による劣化事例と対策の実態調査 
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材を有している場合，コンクリート表面では ASR が促進される場合があった。 












けい酸ナトリウム系補修材料による ASR の促進作用の検証 
(17) けい酸ナトリウム溶液に浸漬した反応性骨材を用いたモルタルバーの膨張挙動は
ASTM C 1260 による判定で有害な膨張率を示した。これより，けい酸ナトリウム系補
修材料は ASR に対して促進作用があり，実構造物における ASR の劣化事例を検証する
ものとなった。 
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「第 1 章 序論」では，北陸地方におけるコンクリート構造物に対する各種の使用・環境
条件を概説し，この地方でのコンクリート構造物の早期劣化機構について述べた。 
 
「第 2 章 ASR と凍害環境下における道路トンネルの実態調査とその評価」では，道路ト
ンネルにおいて ASR による劣化に着目した外観目視調査を実施し，覆工コンクリートや坑





箇所おける外観目視調査では，ASR の発生割合は約 3 割であった。発生位置は石川県の代
表的な反応性骨材である安山岩の岩体とほぼ重なり合うように分布していた。トンネルの
建設年と ASR の発生状況では，1970 年～1979 年の 10 年間，および 1980 年～1989 年の 10
年間に建設されたトンネルで，ASR が発生していた割合は 61%および 75%であり，その他
の建設年代に比べて大きな割合であった。一方，1990 年を境にして ASR が発生したトンネ
ルの割合は減少していた。これは，1989 年に制定された JIS A 5308 の ASR 抑制対策が効果
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JIS A 5308 の ASR 抑制対策のアルカリ総量規制値 3kg/m3 を下回っていたが，能登産の安山
岩砕石のように，化学法による Sc 値が大きい値（ASTM C 289 による潜在的有害の範囲
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「第 3 章 塩害環境下における ASR で劣化したコンクリート橋への電気防食工法の適用
と検証」では，北陸地方において塩害により劣化したコンクリート橋へ電気防食工法を適
用した橋梁の防食状態と課題を示すとともに，塩害と ASR により複合劣化した PC 橋に対
して，通電後，直流電流が ASR の劣化に影響を与えたかについて実橋レベルで明らかにし
た。さらに，合理的な電気防食工法の取り組みを実橋への適用事例で検証した。 





密度は，施工から 1～15 年で 0.07～7.6mA/m2 の比較的小さな値を示していた。これは対象
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石川県能登半島において，塩害と ASR による複合劣化を受けた PC 橋に電気防食工法を
適用した 4 橋では，遠隔監視システムを用いたモニタリングを実施しており，電源電圧，
防食電流量，鋼材のインスタントオフ電位，さらに防食効果を確認するための復極量を自
動計測しており，適切な維持管理がなされていた。この 4 橋で ASR が原因で発生したひび
割れを対象に，通電後のモニタリングを行った。モニタリング方法はコンタクトゲージま
たは亀裂変位計を用い，ひび割れ幅の経時変化の測定を行った。コンタクトゲージによる
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亀裂変位計による測定期間が 2.4 年であった PC 橋では，測定開始から 1.0 年間でひび割
れ幅が収縮側および拡大側ともに，測定値の増加傾向が見られた。しかし，その後の 1.4 年
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C 1260 による判定で有害な膨張率を示した。これより，けい酸ナトリウム系補修材料は ASR
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対策を示したが，これを PC 鋼材によるプレストレス導入へと発展させることで，ASR によ
る部材の変形が生じた構造物への変位抑制対策として効果的であると考えられる。水量調
節を目的にしたダムの取水塔などでは，部材の変形によりゲートの開閉に支障が生じる場
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